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10月1日より、解体・改修工事に際してのアスベストの事前調査を、「建築物石綿含有建材調査

士」による実施を義務化 

 

 

欧米諸国から比べて「周回遅れ」と言われる日本

のアスベストばく露防止策・飛散防止策ですが、ま

がりなりにも「石綿含有建材調査者」という、厚労

省・国交省・環境省の3省が所管する資格者による

事前調査と行政への報告書の提出がこの10月から

義務化されました。 

 私たちは、まだまだ非常に問題の多いものだと考

えますが、この制度変更をチャンスとして、より安

全で、安い、大丈夫な石綿調査と除去を実現してい

く大事な機会だと考えています。 

 

制度の大まかな内容 

 制度の大まかな内容を確認しましょう。 

 

１） 建物の部分的な改修や解体を行う場合、どんな工事でもアスベストの「事前調査」が義

務です。 

２） 「事前調査」の内容は、労働基準監督署と自治体の環境指導部門に届け出る必要があり

ます。報告が義務となる工事の規模は基準があります。100万円以上、80㎡以上などで

す。 

３） 「事前調査」を実施するのは、「建築物石綿含有建材調査者」が実施しなければなりま

せん。「調査者」は国交省・厚労省・環境省が所管する。公的な資格です。 

４） 法規を守らない場合、実施工事の元請け業者（労働安全衛生法）が処罰をうけます。ま

た、工事の依頼者・建物の持ち主など（大気汚染防止法）が処罰をうけます。 

 

 末尾に厚生労働省のリーフレットを添付しておきます。これをお読みください。 

 

粗製乱造の「調査者」という問題 

 

 私たちの運動のちからで、一応「調査者」という

資格者が事前調査を実施するということになったも

のの、欧米や韓国の制度と根本的に違うところがあ

ります。 

それは、欧米や韓国の場合、工事を実施している

間、労働者が安全に作業しているか、周りにアスベ

ストを飛散させていないかを監視する専門家は、実

施業者と関係のない第3者が実施することになって

います。しかし日本の場合、「調査者」は、ほとんど

が解体やアスベスト除去を実施する業者の社員か仲

間内の人です。 

「これは問題だ。事前調査や完了検査は第三者が

実施するべきだ」と私たちは頑張りましたが、「世界



から周回遅れ」という日本の現実を突破するのはそ

んなに簡単なことではあります。 

そして、いま調査者は12万人を超えています。専

門家からは、「粗製乱造だな」と心配の声が広がって

いるのです。 

ですから、私たち大阪アスベスト対策センターは、

「調査部」をつくり、第三者の立場で、安全で大丈

夫な検査を呼びかけています。協力できる業者や技

術者と連携して進めています。気軽に相談してくだ

さい。 

 

アスベスト除去への補助が出ない 

 

 もう一つ知っておいていただきたいことです。そ

れは、アスベスト含有の建材をつくって儲けてきた

建材メーカーと、「防火のために、これらの建材を使

わなければならない」として認可し、JISマークを

与えてきた国に、この深刻な、「毒物が日本国中の建

物に残っている」という事態を創り出しました。 

 建設労働者などのこれまでの健康被害については

裁判によって国や建材メーカーが賠償を命じられて

きました。そのため、いまのところ国だけですが裁

判せずに、「給付金」を支給するという制度ができま

した。 

 しかし被害者は建設労働者だけではありません。 

 アスベスト建材が残る建物で働いたためアスベス

ト関連疾患を患った人。建物にアスベスト建材が残

っていてアスベスト疾患を患った人。災害で倒れた

建物のガレキ処理をやったためにアスベスト疾患を

患った人。そして皆さんのお近くでのアスベスト除

去工事によって、知らないうちにアスベストを吸い

込んでいる人・・・・・。たくさんの被害者がこれ

までも、そしてこのままでは、これからも被害者が

出続けるのです。 

 

現行のアスベスト調査や除去への補助制度 

 

〇吹付アスベストについて調査（ラボに出して顕微

鏡検査）する場合、１建物25 万円を限度とする補

助 

〇吹付アスベストの除去について 

該当する自治体に補助制度があれば、国は、自治

体の補助の１/2以内、かつ全体の1/3以内の補助を。 

となっています。 

 

問題はなにより、「吹付アスベスト」だけが対象と

なっています。つまり、圧倒的なアスベスト量が含

まれる、レベル3建材（屋根材、外装材、内装材、

床材、壁材などなど）は対象外です。 

自治体による対応の違いも大きいです。 

鳥取県2000万円。埼玉600万円。島根500。札幌

120、仙台120，さいたま市600、品川区300、横浜

300、川崎300、新潟600、浜松300、大阪市100（対

象が？？）、堺市100、岡山1000、倉敷1000、長崎

1000万円・・・・。これらは上限です。 

鳥取なら6000万円の吹付除去工事の場合、県が

2000、国が1000で半額3000の補助となる。 

大阪市は上限が低い上に、全国で唯一、「見えてい

る場合のみ」という限定付きです。天井板で隠され

ていたら補助されないのです。そのため、この数年

間０執行です。 

私たちは、全国の団体と協力して（全建総連、建

設アスベスト訴訟全国連絡会、石綿対策全国連絡会

議、働くもののいのちと健康をまもる全国センター

などなど）と協力して、①すべての建材の除去への

補助制度とすること。②国が主導して、建材メーカ

ーにも出資させること。③自治体の基準を統一して

十分なものにすること。などを要求しています。 

ぜひ、皆様方のお力をお貸しください。 

  
6月23日に開催された、大阪アスベスト対策センターの第18回総会で、大阪アスベスト対策センターはいったん終了するこ

とになりました。 

  その後新しいアスベスト対策センターの在り方についての相談会が開かれ、以下の方向が確認されました。 

アスベスト疾患の診断ができる医師や医療者／法律的な相談や法的なとりくみができる法律家／アスベストの調査ができ

る調査者／建築家や研究者の協力と共同／全国組織との共同を進める／アスベストの被害とかかわりのある団体を中心

に、再結集をしていきましょう。 

ネットワークとしてアスベストに係る情報を交換し、お知らせし交流しましょう 

 会議で集まって議論することもしますが、なによりメーリングリストをはじめネットワークを構築して情報を交換します。活

動についてお知らせします。 



 



 


